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令和3年度予算について詳しくは 財政局財政課 ☎ 582・2002この特集に関する
お問い合わせ令和3年度 北九州市当初予算

3つの柱の主な取り組み 3つの柱の主な取り組み

まちのにぎわいや未来への飛躍に
向けた成長戦略の実行

子育て・教育など誰もが安心して
住み続けられるまちづくり

　14億7200万円
　響灘地区（若松区）の充実した港湾インフ
ラと広大な産業用地を活用し、風力発電関
連産業の総合拠点の形成を推進します。

■風力発電関連産業の総合拠点形成

　1億7000万円
　首都圏IT企業などを対象としたサテライトオフィス設置に向けた
支援や、投資会社との協調によるスタートアップ企業の支援などに
取り組み、民間投資を呼び込み、雇用の創出を図ります。

■IT企業誘致促進　

　予算とは、市の1年間にかかる収入と支出についての見積もりです。今回は、この令和3年度
予算のうち、市の基本的な行政サービスに関わる一般会計の予算について紹介します。一般会計予算

　1200万円
　一般不妊治療と不育症の検査・治療の費用を助成します。

■一般不妊治療費、不育症検査・治療費の助成

　31億8000万円
　医療費の自己負担額の助成をすることで、子育てにかかる経済
的負担を軽減します。

■子ども医療費の助成

　8100万円
　既に小学１～３年生および中学１年生で実施
している35人以下学級編制を、国に先駆けて
小学校全学年に拡充します。

■35人以下学級編制の拡充　

令和3年度

［単位：億円（　　）内は構成比％］

※地方消費税交付金のうち、消費税率の引き上げによる増加分１０5億円に
ついては、社会保障施策に要する経費の財源として活用しています。

産業学術・観光振興
産業経済費

子育て支援
子ども家庭費

学校教育
教育費保健福祉費

福祉・健康・医療の充実

市債の返済など
諸支出金

総務費
行政運営、市民活動支援、
文化振興

土木費
道路・河川・公園などの整備

環境費
ごみ処理、
低炭素社会づくり

消防費
消防・救急活動

その他
住宅の整備、
岸壁の整備など

歳出［目的別］ 歳出［性質別］

歳出総額 歳出総額

6,440 6,440
（100.0） （100.0）

その他
215（3.4）消防費

130（2.0）
環境費
164（2.6）

補助費等
307（4.7）

その他（維持補修費等）
173（2.7）

物件費
保健福祉費
1,652（25.6）

諸支出金
811（12.6）

教育費
702（10.9）

子ども
家庭費
741（11.5）

総務費
456（7.1）

土木費
338（5.2）

産業経済費
1,231（19.1）

人件費
1,106（17.2）

義務的
経費
3,276
（50.9）

投資的
経費

扶助費
1,492
（23.2）

612（9.5）

482（7.5）

その他
の経費
2,682
（41.6）

繰出金
476（7.4）

貸付金
1,114
（17.3）

公債費
678（10.5）

普通建設
事業費
482（7.5）

一般会計

6,439億7,200万円　

特別会計（国民健康保険など）

4,012億3,000万円　

企業会計（上下水道・交通など）

2,695億3,800万円　
［前年度比］+26.1%

［前年度比］▲5.4%

［前年度比］+12.9%

2 3

助成対象：（通院）小学６年生まで➡高校３年生まで
　　　　 （入院）中学３年生まで➡高校３年生まで
　
自己負担：（通院）中学１年生～高校３年生➡１６００円/月
           (入院) 高校１年生～高校３年生➡無料

※中学生の通院は令和3年4月、高校生の入・通院は令和4年1月から拡充

　5億1300万円
　ART for SDGsをはじめ、一年を通じて、市内各
所で多彩な文化芸術事業を行います。

■東アジア文化都市北九州2020▶21

拡
充
内
容

予算の特徴
　令和3年度は、新型コロナウイルスへの対応や中小企業融資の拡充などによ
り、過去最大となっています。
　歳入では、新型コロナウイルスの影響により市税等が大幅に減少する一方
で、地方交付税等の伸びを見込んだことなどから、市税等の一般財源総額は、
前年度比14億円の減となっています。また、売上が好調な公営競技事業からの
繰入金を前年度から30億円増額するなどにより、財源確保を図りました。
　歳出では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に引き続き取り組
むとともに、市の未来を切り拓き、新たな市民ニーズや行政需要に対応する事
業に、予算を重点的に配分しています。

■中期財政見通しにおける財源調整用基金残高と福祉・医療関係経費の推移
［単位：億円］
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福祉・医療関係経
費（扶助費＋福祉・
医療関係特別会計
への繰出金）

中期財政見通し　中期財政見通しは、令和3年度当初予算を基礎として、一定の条件の下
で当面5年間の試算を行ったものです。今後も福祉・医療関係経費の増加傾向が続くことなど
から、市の貯金である財源調整用基金残高の減少が見込まれます。そのため、行財政改革に取
り組むとともに、毎年度の予算編成の中で財源の確保や歳出の見直しを行っていきます。

※人口は94万4,496人（令和2年12月31日現在の住民基本台帳人口）で計算

一般会計予算を
市民1人当たりに換算すると、

　68万円　となり約
このように使われます。

市民1人当たりの予算（一般会計）の内訳

■土木費

3万6千円
道路・河川・公園
などの整備

■環境費

1万7千円
ごみ処理、
低炭素社会づくり

■消防費・その他
消防・救急活動、住宅の整備、
岸壁の整備など
3万7千円

■総務費
行政運営、市民活動
支援、文化振興
4万8千円

■産業経済費

13万円
産業学術・観光振興

■保健福祉費
福祉・健康・医療の充実
17万5千円

■諸支出金
市債の返済など
8万6千円

■教育費
学校教育
7万4千円

■子ども家庭費
子育て支援
7万8千円

歳入の内訳

県支出金
297（4.6）

使用料及び手数料

繰入金

財産収入

161（2.4）
189（2.9）

73（1.1） 軽油引取税交付金 51（0.8）
その他
151（2.3）

歳入総額

6,440
（100.0）

市税
1,684（26.2）

国庫支出金
1,106（17.2）

市債
712（11.1）

諸収入
1,292（20.1）

地方交付税
520（8.1）

物件費
保健福祉費
1,652（25.6）

諸支出金
811（12.6）

教育費
702（10.9）

子ども
家庭費
741（11.5）

総務費
456（7.1）

土木費
338（5.2）

産業経済費
1,231（19.1）

人件費
1,106（17.2）

義務的
経費
3,276
（50.9）

投資的
経費

扶助費
1,492
（23.2）

612（9.5）

482（7.5）

その他
の経費
2,682
（41.6）

繰出金
476（7.4）

貸付金
1,114
（17.3）

公債費
678（10.5）

普通建設
事業費
482（7.5）

市税
1,684（26.2）

国庫支出金
1,106（17.2）

市債
712（11.1）

諸収入
1,292（20.1）

地方交付税
520（8.1）

地方消費税
交付金
204（3.2）

地方消費税
交付金
204（3.2）


